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巻 頭 言

グローバル･サプライチェーン

の行方
日本貿易振興機構（ジェトロ）理事長

佐々木伸彦

日本経済，世界経済に発展をもたらしてきた

自由で開かれた経済体制が大きな曲がり角を迎

えている。

5 月，2 年半ぶりにリアルで開催されたダボ

ス会合で NATO のストルテンベルグ事務局長

は「自由は自由貿易より大切である。」という

表現で，ウクライナを支援し民主主義を守るこ

とが何より優先されるべきであると訴えた。確

かに人間も国家も「生きるか死ぬか」の局面で

はすべてに優先するものがある。まず生き抜く

こと，築き上げてきた今ある秩序を守り抜くこ

とが何より重要であり，西側社会が結束してロ

シアに対して経済制裁を課したことは当然であ

る。しかし戦争の激化に伴って世界的にエネル

ギー，食糧の価格が高騰し，更に供給不足が心

配される事態となっている。

新型コロナの感染拡大も「生きるか死ぬか」

の問題である。当初ワクチンやマスクなど医療

物資に輸出制限を課した国は 101 カ国に上っ

た。人と人の接触が制限されたおかげで，世界

各地の工場や港が稼働できず未曽有の生産・物

流の混乱・途絶が発生し，コンテナ価格の高

騰，半導体不足などは当分続きそうである。世

界のサプライチェーンの要である中国は未だに

コロナの渦中にあると言ってよく，重要物資の

特定国依存リスクが顕在化している。

コロナと戦争の起きる前によく議論されてい

たのは米中対立によるサプライチェーンのデ

カップリングであったが，これも何も解決して

いない。何をどこまでやってよいかわからず慎

重に構えがちな本社と，他国企業の出先が活発

に動くのを目の当たりにする現地子会社との間

では見方が違うと聞く。更に欧米を中心にサス

テナビリティを重視する考え方が広がってお

り，人権尊重，脱炭素への取り組みを十分して

いなければ足もとをすくわれることになりかね

ない。

サプライチェーンは「分散化」，「地産地消」，

特に半導体などの戦略物資は「有志国どうしの

連携」に向かうとの見方が一般的である。しか

し自由貿易を前提として効率を極めたサプライ

チェーンを変えるのは難儀なことである。心配

し過ぎると競争力を失いかねない。自由貿易の

意義が薄れることはないが，大きく変化した地

政学的な環境に合わせて形を変えるプロセスに

あり，それには時間がかかる。

複雑な連立方程式の中から最適解を求めるの

に必要なのは確かな情報である。ジェトロは

76の海外事務所のネットワークを駆使して，

情報発信を一層強化して行く。コロナのおかげ

もあってデジタルで武装された様々なツールを

用いて難しい時代に立ち向かう皆さまのお役に

立ちたいと考えている。

（ささき のぶひこ）


